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民主党栃木県総支部連合会及び民主党・無所属クラブの2016（平成28）年度

県当初予算及び政策推進に関する要望書に対する回答

平成28年２月５日

本県では、平成25年３月に策定した「財政健全化取組方針」に基づき、収支均衡予算の継続と財政調整的

基金の涵養を目標として、財政健全化に取り組んでいる。

平成28年度は、法人事業税、個人県民税、地方消費税の増収等により、県税収入が増加する一方、地方譲

与税、地方交付税及び臨時財政対策債は減少する見込みである。

こうした中、取組方針に基づく最後の予算編成となる平成28年度当初予算では、収支均衡予算の編成を基

本としつつ、栃木県重点戦略「とちぎ元気発信プラン」及び「とちぎ創生１５戦略」に掲げる施策を積極的

に推進するほか、平成27年９月関東・東北豪雨災害を踏まえた防災・安全対策など当面する県政の重要課題

にも的確に対応することとした。

○ 重点的に取り組むもの

「とちぎ元気発信プラン」及び「とちぎ創生１５戦略」の積極的な推進
い ち ご

１ 次代を拓く人づくり戦略

２ 強みを生かす成長戦略

３ 暮らし安心健康戦略

４ 快適実感安全戦略

５ 誇れる地域づくり戦略

６ とちぎ元気発信プランの推進に向けて

要望事項に対する回答は、次のとおりである。

（単位：千円）
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要 望 事 項 回 答

＜各部局への具体的な要望事項＞

１ ブランド力強化と発信力強化について

新年度は「とちぎ元気発信プラン（仮称）」始動 「とちぎブランド」の確立に向け、「とちぎ元気発信プラ

の年であり、すでに策定されている「とちぎ創生１ ン」に「とちぎブランド・デザイン」を位置付け、新たなキ

５戦略」と併せ、本県の独創性を活かした“地方創 ャッチフレーズ「ベリー グッド ローカル とちぎ」によ

生”の取り組みを本格的に推進することが期待され り統一感を持った情報発信を行うとともに、総合政策課内に

る。とりわけ、あらゆる産業の活性化や人口減少対 「とちぎブランド戦略室」を新たに設置し、市町や企業等と

策を推進するに当たっては、ここ数年、本県も相当 も連携を図りながら、オールとちぎで戦略的な取組を展開し

の力を入れて取り組んできたブランド力向上と発信 ていく。

力の強化が、さらに重要性を帯びてきたところであ また、複数年にわたり取り組む｢とちぎブランド取組方針｣

る。 を策定し、民間のノウハウも活かしながら、本県の魅力・実

そこで、本県の更なる魅力度アップに向けて、県 力を県内外に統一感を持って効果的に発信していく。

政の多くの部局・政策分野に跨る対応やメディアへ

の情報発信等、引き続きタイムリーな対策が講じら

れるように、戦略性と計画性をもって「とちぎブラ ○とちぎブランド・デザイン事業費 30,350

ンド推進本部」の更なる機能強化を図り、同時に対

外的にも県民・企業・市町など、多様な主体と連携

・協働を図ること。

また「元気発信プラン」第２次素案では、ブラン

ド推進の基本方向とともに、当会派がその必要性を

訴え続けてきた、統一的なコンセプト『ベリー グ

ッド ローカル とちぎ』も示された。今後、この

統一的コンセプトに基づき、総合的なプロモーショ

ンを推進するために、民間ノウハウや多様なメディ

アの活用、更には県民生活部広報課との役割分担の

再検討なども含め、ブランド推進に関わる専任職員

の配置やセクションの新設あるいは再編等も視野

に、より一層の施策展開を図ること。

（単位：千円）
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

２ 「首都圏2016年問題」への取り組みについて

東京オリンピック・パラリンピックに向けて東京 演劇やコンサートの開催が可能な県内の施設における大規

都内や首都圏各地の劇場やコンサートホールなど大 模な集客イベントの開催情報について、ホームページ等を通

型施設の建て替えや大規模改修が相次いでいる。 じて、県内外に発信するなど様々な機会を捉えて本県の認知

国立競技場新設に伴い建て替えとなる日本青年館 度向上につなげていく。

をはじめ、区総合庁舎建設に合わせて改築となる渋

谷公会堂や老朽化と再開発による中野サンプラザの

建て替えなど、本年は閉館・休館のピークを迎え

る。

それに伴い、都内等において音楽・劇場などの各

種イベントを行うための会場不足が指摘されている

ことから、本県の認知度アップを図るための取り組

みの一環として、こうした機会を捉えたイベントの

開催誘致、その後の継続的な開催に向けた招請に努

力されたい。

３ 地方創生に向けた協働事業の推進について

地域住民自らがまちづくりに取り組む姿勢のも 地方創生の実現に向けては、地域住民が主体となって、地

と、地域の課題解決に自主的に参画する機運の醸成 域の特色を活かしながら「まち」づくりに取り組むことが必

が地方創生に向けて更に重要となっている。 要であることから、これまでの事業の見直しを図りながら、

そうした中、県が制度改正を経ながら実施してき 引き続き、地域づくり団体が取り組む事業を支援していく。

た「わがまち協働推進事業」は一定の成果を果たし なお、複数の市町に跨がる広域的な事業については、補助

てきたが、２０１５年度をもって最終年度としてい 限度額を引き上げることとした。

る。

今後は国の地方創生関連事業を活用するととも

に、住民や市町村における地方創生に向けた取り組 ○わがまち未来創造事業費 100,000

みがより効果的に行われるよう現行制度を見直し、

最低限今年度同様の予算額を確保した上で実施する

よう要望する。
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

４ 財政の健全化について

本県財政の健全化については、財政健全化取組方 「財政健全化取組方針」に基づく最後の予算編成となる平

針に基づき今日まで取り組まれているところであ 成28年度当初予算は「収支均衡予算の継続」を達成できる見

る。また、県議会においても、新年度予算編成が円 込みであるが、「取組方針」の期間終了後についても、大規

滑に行えるよう、昨年１２月、「地方税財源の充実 模建設事業等の新たな行政需要への対応等により、引き続き

・強化を求める意見書」を採択した。 財源不足が見込まれることから、財政健全化に継続的に取り

一方、２０１６年度の地方財政対策においては、 組む必要がある。

歳出削減を中心とした地方財政健全化の圧力が強い このため、現在策定中の「栃木県行財政改革大綱（第６

中、一般財源総額を増額したことは地方自治体にと 期）」において、「自律的な行財政基盤の確立」を目標の一

っては好材料と言える。しかし、社会保障費につい つに掲げ、引き続き行政コストの削減や歳入の確保等に取り

ては、多くの自治体が実感している、自然増分とし 組むとともに、新たな行政需要に的確に対応していくため、

ての１兆円増額加算が必要と言われている中で、社 より中期的な視点に立ち、財政調整的基金の涵養と活用を図

会保障の充実分等の事業費（公費負担）は１兆 りながら、将来にわたり持続可能な財政運営を目指してい

７，２３２億円で、前年度よりも１７８億円の増額 く。

にとどまっており、急増する社会保障のニーズに十

分対応できるのか疑問である。

本県では総合スポーツゾーン整備の本格化に伴い

関連予算の増加が見込まれており、また、新年度策

定予定の公共施設等総合管理計画との関連でも今後

多額の予算が必要になるものと想定される。よっ

て、宇都宮市及び芳賀町が進めているＬＲＴ整備事

業には慎重な対応が望まれる。今後とも本県財政の

健全化に向けた取り組みを堅持されたい。
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

５ ふるさと納税制度の利用促進について

ふるさと納税制度については昨年より税額控除の 県では、栃木県を応援したいという寄附者の想いを大切に

限度額が２倍に引き上げられ、寄附先が５自治体ま 受け止め、寄附者に対し、礼状に加えて寄附金の活用状況を

での場合確定申告が不要となるなど制度の拡充が行 記した「ふるさと“とちぎ”応援だより」や「本物の出会い

われた。その結果、２０１５年４月から９月までの 栃木パスポート」を送付している。また、これまでも取扱

期間において宮崎県都城市では101,792件1,332,936 金融機関の拡大に努め、寄附しやすい環境づくりを促進する

千円、次いで山形県天童市では74,245件1,222,239 ことで、更なる収入確保を図っている。

千円、長崎県平戸市では22,345件943,752千円とな 今後とも、制度の趣旨を踏まえつつ、「とちぎの百様」の

り、何れの自治体でも寄附者に対し地元農産物や伝 資料等を送付すること等により本県の魅力について情報発信

統工芸品などの返礼品を送付し、単なる税収確保に するとともに、寄附が有効に活用されていることを分かりや

止まらず納税制度を通じた地元生産品及び観光誘客 すくＰＲすることにより、多くの方に応援していただけるよ

におけるリピーター作りに努めているとのことであ う、ふるさと納税制度の更なる活用促進を図っていく。

る。

県内では大田原市の1,258件83,390千円、那須町

の1,168件47,090千円が上位となり、半年間での本

県全体は9,156件266,228千円であり、その内県に対

する寄附は38件3,383千円である。

とちぎの認知度アップの一環としての取り組みを

兼ね、今後本県で予定される大規模集客イベントの

周知を含め、県産品や観光施設利用券、県内周遊旅

行券等特典の充実を図るとともに、更なる収入確保

に努めること。

６ 独自規制の早期見直しについて

今年度、県においては法令等に基づく規制に県が 独自規制の見直しについては、約 1,000項目の規制等につ

さらに上乗せ規制を行っているものや、本県が条例 いて、他県の状況を確認し、約 100の関係団体や行政改革推

や規則等によって独自に規制しているものなどにつ 進委員会の意見を聞きながら、総合的な検討を進めてきた。

いて、他県の状況や関係団体の意見聴取などを行い 現在、検討結果を取りまとめており、今後、速やかに公

ながら総合的な検討を進めている。 表し、規制等の廃止や緩和、簡略化などの見直しを順次実施

そこで、これまでの検討状況を明らかにするとと していく。

もに、産業活性化・県民の利便性向上の観点から、

対応可能なものから早期に実施すること。
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

７ 消費者行政の活性化について

２０１４年度に実施した県政世論調査によると、 食品の安全性に関するリスクコミュニケーションの推進に

「食」に関する不安の第一位は「食品添加物」 ついては、消費者団体や保育所、幼稚園、学校等との協働に

５９．５％、続いて「残留農薬」の５０．３％、 より、「とちぎ食品安全フォーラム」や「食品安全セミナ

「輸入食品」４４．１％となっている。食品事故や ー」等を開催するなど、引き続き、広く県民との意見交換と

インターネットなどによる情報の氾濫から「見えな 相互理解の推進に努めていく。

いもの」への不安が挙げられている。 また、市町や関係機関、団体等と連携して、ライフステー

そうした不安に対する科学的知見や正しい知識の ジに応じた各種講座等を開催するなど、消費者被害の防止の

習得機会の継続的取り組みが必要である。ついて 強化に取り組むとともに、消費生活相談員の資質向上に向け

は、「とちぎ食の安全・安心・信頼性の確保に関す 各種研修を実施するなど、消費生活センターの機能強化を図

る条例」に基づく基本計画に掲げる県民とのリスク っていく。

コミュニケーションの機会提供に努めることが重要 さらに、適格消費者団体制度は、消費者全体の利益擁護に

であり、食品安全セミナー等については継続的に実 資するものであることから、認定を受けようとする団体に対

施すること。 して適切な情報を提供するなど支援に努めていく。

また、県内での特殊詐欺については取り締まりの

強化など関係機関の取り組みにより認知件数の減少

など成果が顕著ではあるものの、今なお被害が少な

くない中、消費者被害の未然防止・特殊詐欺撲滅に

向けた啓発活動と対策の強化を図られたい。そのた

めの教育現場における「消費者教育の推進」や、相

談窓口となる消費生活センターの専門性向上を図る

ため、相談員の資質向上に努めるほか、経験豊富な

相談員の安定的な雇用に向け取り組まれたい。

さらに、消費者全体の利益擁護に関し差止請求権

を適切に行使することが可能となる「適格消費者団

体」の認定を受けようとする団体への支援に努める

こと。
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

８ 関東・東北豪雨災害を受けての自然災害対応の見直

しについて

昨年９月に発生した台風１８号に伴う関東・東北

豪雨災害においては、本県も甚大な被害に見舞われ

た。５０年に一度と評されたこの災害を通じて、こ

れまでの災害対応や防災のあり方を検証する必要が

生じている。我が会派としては、被災県民や関係者

の皆様からの意見や要望を受けて、発災直後に緊急

要望を行ったところであるが、その後も県民の皆様

から様々な意見・要望を受けており、改めて、次の

項目について是非とも見直し・検討をされたい。

(1) 台風による災害などは気象情報により、先を 災害発生時の被害軽減を図るため、気象情報をもとに発災

見越した防災対応が可能と考えられることから、 前から必要となる対応について確認するなど、適切な対策に

「災害タイムライン」（事前防災行動計画）の導入 努めていく。

を含め、被害の軽減を図るための実効性のある災害 また、市町において適切な避難勧告の発令等ができるよ

対策を検討すること。 う、避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成を働きかける

とともに､災害タイムラインの活用についても研究していく｡

(2) 栃木県農漁業災害対策特別措置条例に基づく 条例については、自然災害により様々な農業被害が多発す

補助事業の実施について、その基準や運用を検証 る昨今の状況を踏まえ、昨年３月に改正し、適用品目に栽培

し、見直すべきものは見直すこと。 きのこ類を、助成対象に農業生産施設の撤去作業を追加する

とともに、条例の適用基準を見直したところである。

引き続き、農業被害の未然防止対策や、補償が拡充された

園芸施設共済への加入促進とともに、条例に基づく補助制度

の円滑な運用に努めていく。

(3) 栃木県被災者生活再建支援制度の基準並びに 本制度は県、市長会、町村会、（公財）市町村振興協会の

適用要件を見直すこと。特に、半壊や一部損壊、床 ４者で協議の上、平成25年４月に創設したものである。

下浸水等への対応を充実させること。 平成26年５月には自然災害による住宅全壊又は大規模半壊

１世帯の被害から適用できるよう要件を緩和したところであ

り、当面は制度の円滑な運用に努めていく。

(4) 避難所について、特に長期に渡る避難を強い 避難所については、プライバシーの確保や必要な物資の供

られるケースにおいては、県と市町が協力するとと 給など、良好な生活環境が確保されるよう、市町への支援に

もに、民間施設や旅館等との連携協力をすること 努めていく。

で、避難者のプライバシー確保や生活支援に寄与す また、避難の長期化が見込まれる場合には、必要に応じ、

ること。 旅館やホテル等を避難所として利用できるよう、市町や関係

機関と連携を図っていく。

(5) 農地・農業用施設の災害復旧工事に当たって 次期作付けに向けて円滑な復旧が行われるよう、市町や土

は、県と市町との連携を密にし、次期作付けに影響 地改良区が実施する農地・農業用施設の災害復旧事業につい

を及ぼさないよう、円滑な工事発注・施工について て、技術的支援等を行っていく。

支援を行うこと。
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

９ 指定廃棄物最終処分場問題について

福島第一原子力発電所事故に起因する指定廃棄物 国は、各県処理の基本方針を変更しないと明言している

の最終処分場問題については、昨年１２月に入り大 ことから、本県の指定廃棄物は、現行の方針に沿って処理す

きな動きが生じた。栃木県内では詳細調査候補地の ることが現実的な解決策である。

提示を受けた塩谷町が環境省に対し、昨年９月の豪 このため、国に対しては、引き続き地元の理解が得られる

雨時に詳細調査候補地隣接の西荒川が氾濫、浸水し よう丁寧な説明に努め、粘り強く働きかけることを強く求め

大きな被害を受けた事実を以って、不適地が明らか ていく。

であるとして「返上」の申入れを行った。 県としても、一時保管の現状を一日でも早く解消するた

また、塩谷町に続き宮城県内の詳細調査候補地３ め、必要な役割を果たしていく。

カ所、加美町、大和町、栗原市も環境省に返上する

ことを表明。千葉市も詳細調査受入れ拒否の姿勢を

明らかにし、茨城県においては昨年末、知事が市町

村の意向を踏まえ県内での分散保管による検討を環

境省に要請・協議をしたと側聞する。最終処分場問

題は各県何れも全く先行き不透明な状況に陥ってい

る。福島原発事故発生後、放射性物質汚染対処特別

措置法が施行されて既に４年が経過する中、一向に

事業の進展が見られないことから、国は特措法及び

各県処理の方針を見直す時期に来ていると考える。

よって、本県においてもこれまでの処分場詳細調

査候補地選定以降の状況に鑑み、特措法及び各県処

理の方針見直しを国に働きかけること。
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

１０ 未来につなぐエネルギー戦略の促進について

本県は、全国に誇る豊かな日照時間を有すること 太陽光発電施設建設に伴う土地利用については、森林法な

から、再生可能エネルギーにおける太陽光発電の導 どの個別法令等に基づき、引き続き適切に対応していく。

入が急激に進んでいる。このため、地域において 太陽光以外の再生可能エネルギーの更なる導入拡大につい

は、農地をはじめゴルフ場や地域の広大な原野等に ては、設備導入に対する融資のほか、市町等が行う再生可能

おける太陽光発電施設建設が盛んに行われたことに エネルギー導入検討への支援等に加え、地熱発電に対する理

より、本県の土地利用における規制・誘導に大きな 解促進のためのセミナーの開催等により、積極的に取り組ん

影響が出ている。 でいく。

このため、今後の再生可能エネルギーを推進する また、県及び市町の防災拠点における再生可能エネルギー

にあたって、太陽光発電における導入のためのガイ 等の導入整備についても、引き続き促進していく。

ドライン等を整備し、各地の適切な土地利用を促す

とともに、特に都市計画等への影響を回避するよう

適切な規制・誘導を図ること。 ○再生可能エネルギー導入促進事業費 1,701,858

一方、本県の再生可能エネルギーの可能性は、太

陽光以外にも、小水力、温泉熱、地熱、木質バイオ

マス等さまざまな可能性を秘めている。こうしたこ

とから、これまでも数々のモデル事業を実施し、本

県の再生可能エネルギーの導入可能性を探ってきた

と思われるが、特にその効果が実証できたものにつ

いては、更なる導入促進を図ること。

このほか、関東・東北豪雨災害を教訓に、県及び

市町の防災拠点における再生可能エネルギー等の導

入についても積極的に整備促進すること。
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

１１ 森林・林業・木材産業の振興について

「とちぎ創生１５戦略」では、基本目標２におい とちぎ材の利用促進のため、県産材を利用した新築住宅へ

てとちぎへの新しいひとの流れをつくることを定め の助成を拡充するとともに、引き続き、より効果的な利用促

ている。県が実施した「ＵＩＪターン意識調査」に 進の手法について検討していく。

よれば、東京圏居住者の約３３％が地方への移住を また、新国立競技場をはじめとした施設整備にとちぎ材が

予定又は検討していると回答しており、本県におい 積極的に採用されるよう、市町や林業関係団体等と緊密に連

ても既に、民家をリフォームし移住体験等を行って 携し、国や関係機関へ働きかけていくとともに、セルロース

いる施設が出現している。こうしたニーズは、今 ナノファイバーなど新たな用途についても、情報収集などに

後、本戦略を推進していくためには、益々期待され 努め、森林資源の積極的な活用を図っていく。

るとともに、具体的なニーズでは古民家や空き家等

をリフォームして居住するといった「田舎暮らし」

に対する需要も十分に想定される。 ○とちぎ材の家づくり支援事業費 147,932

２０１０年度に導入され、度重なる事業内容の拡

充を行ってきた「とちぎ材の家づくり支援事業」に

ついては、更なる地場産材の需要拡大と地元工務店

等の景気浮揚等を図るため、その支援対象を改築や

リフォーム等へも拡大し、こうした都会の方々の居

住ニーズに応えることで、人口増と地域経済活性化 ○次世代の森林創生実証事業費 15,000

を連携させる施策となり、極めて有効である。本県

に移住してくる方々をとちぎ材で温かく迎えるた

め、本事業のこれまでの実績を踏まえ、早急に制度

拡充に向けた対応を図られたい。

また、夢の素材といわれるセルロースナノファイ

バー（ＣＮＦ）の実用化に向けた研究開発が進んで

いる。植物から作られるＣＮＦは、環境負荷が少な

いうえ、鉄よりも軽くて強いといった、さまざまな

特長を備え、幅広い分野で利用が見込まれている。

森林資源の豊富な日本の企業にとって、原料調達が

容易というメリットもある。２０３０年には関連市

場が１兆円に達するとの予測もある中、製紙会社な

どが研究開発や用途開拓を加速している。こうした

動きを捉え、本県の豊富な森林資源の利活用の方策

として、調査研究を加速されたい。

さらに、新国立競技場をはじめ、東京オリンピッ

ク・パラリンピックの開催等に伴い、建築ラッシュ 【新規】

が予想され、木材需要が大幅に期待できる。新国立 ・事業主体 異業種間連携による安定取引に関する協定締

競技場については、木材を大量に使用することか 結グループ

ら、現在、全国各地より、材料調達の検討を行って ・補助要件 １箇所当たり５ha以上 等

いると聞いている。こうした状況を踏まえ、現在、 ・補 助 率 定額（1,500千円以内/グループ）

地元森林関係団体や経営者有志が、「日光材」を中 ・補助対象 10グループ

心とした「とちぎ材」の売り込みを希望している。

是非とも、県は、こうした動きを捉え、地場産材の

需要拡大に向けて、東京オリンピック・パラリンピ

ック関連施設に地場産材である「とちぎ材」が使用
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

されるよう、県として積極的な支援を要望する。 ○林業・木材産業体質強化事業費 2,084,000

○森林整備加速化・林業再生基金事業費 370,813

○とちぎの山業・羽ばたく人材フロンティア事業費 39,039

1 基金活用事業費 370,553

(1) 地域協議会運営費 500

(2) 森林整備加速化・林業再生事業費 370,053

ｱ 高性能林業機械の導入 27,492

ｲ 木材加工流通施設等整備 107,561

ｳ 木造公共施設等整備 235,000

2 基金積立金 260

①人材確保ジョブ・ジョイント推進事業費 4,465

2 輝く林業人・夢プロデュース事業費 27,859

(1) 林業魅力・情報発信対策事業費 5,176

○(2) 若者就業・雇用マッチング対策事業費 17,012

○(3) 林業ワーカー定着・定住対策事業費 5,671

3 とちぎ木材産業未来開拓事業費 6,715

○(1) 木材産業就業支援事業費 1,653

(2) とちぎ材安定需給促進異業種連携事業費 980

(3) とちぎ材の魅力・実力発信強化事業費 2,797

(4) とちぎ材利用創出強化事業費 1,285
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要 望 事 項 回 答

１２ 野生鳥獣害対策について

２０１４年度の野生鳥獣による農作物被害金額は 狩猟者の確保・育成を図るため、スキルアップ講習会の開

約３億５，４００万円に上り、対前年度比 催や免許取得用テキストの無料配付等の支援を行うととも

１１９．７％となり、うち獣類については過去最大 に、捕獲を事業として行う認定鳥獣捕獲等事業者の育成・確

となった。シカ、ハクビシンの被害が減少したもの 保にも取り組んでいく。

の、イノシシ・サル・クマによる被害が増加してい また、イノシシの捕獲目標10,000頭を確実に達成できるよ

る。イノシシの捕獲目標を１万頭以上にするなど確 う捕獲者への支援を強化するほか、関係団体と連携を図りな

実な個体数の増加防止に向け、効果のある対策が求 がら、侵入防止柵の設置や鳥獣を寄せ付けない環境整備等を

められる。 総合的に推進していく。

引き続き捕獲対策に従事する人材の確保育成や報 捕獲した野生鳥獣肉の有効活用については、放射性物質の

奨金の増額、２０１５年度から取り組んでいる指定 影響が低減する先を見据え、検討していく。

管理鳥獣捕獲事業の拡大に努め、「狩りｇｉｒｌｓ

（ガールズ）」と言われる新たな人材開拓や捕獲従

事者の「職業化」を図ること。 ○地域ぐるみの総合的な鳥獣対策促進事業費 181,366

また、ＩＣＴを活用するなど先進的な獣害防除技

術の導入、県域を超えた広域的な連携・対策に努め

られたい。今後も地域住民を含めた多くの関係者の

協力のもと、捕獲対策、防除対策、生息環境対策を

適切に組み合わせた総合的な対策を推進する一方、

捕獲鳥獣も有効な資源と捉え、ジビエ料理といった ○鳥獣から農作物を守る対策事業費 135,809

新たな地域の魅力創出に取り組まれたい。

1 住民参加型鳥獣被害防護対策推進事業費

13,739

(1) 獣害対策地域リーダー育成事業費 1,500

○(2) ＩＣＴ活用による獣害防除技術実証事業費

10,000

(3) カワウ被害防止対策事業費 2,066

(4) 鳥獣被害対策マニュアル作成費 173

2 県域を越える広域対策推進事業費 70

3 鳥獣被害防止総合対策事業費 122,000

←内容は左記のとおり
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要 望 事 項 回 答

１３ 県立がんセンターの経営形態の見直しにおける県の

対応について

県立がんセンターの経営形態の見直しについて 県立がんセンターについては、引き続き医師や医療従事者

は、２０１３年の県立病院改革プラン評価委員会に の確保を図りながら、県立病院として質の高いがん医療の提

報告された方針に基づき、今日まで地方独立行政法 供に努めるとともに、県内におけるがん医療の向上・均てん

人化の方向で、多くの関係者を含めて様々な議論が 化を推進することにより、県民の健康の確保及び増進に寄与

なされたところであるが、今般、勤務職員の身分・ できるよう、独法化後も所要の財政負担を行っていく。

処遇等についての詳細な方向性が示されたところで また、岡本台病院・とちぎリハビリテーションセンターに

ある。 ついても、独法化に向けた課題を整理するなど、検討を行っ

しかし、地方独立行政法人化によって、本当に医 ていく。

師や医療従事者等がこれまで以上に確保できるの

か、本県のがん医療をリードしてきた医療サービス

が本当に更なる充実強化が図られるのか等の懸念が ○(地独)県立がんセンター負担金 2,404,769

ある。加えて、非公務員型の地方独立行政法人であ

っても政策的医療の継続は不可避と考えることか 【新規】

ら、引き続き県としての主体的かつ積極的な財政的 1 営業等収支負担金 1,783,488 （㉗ 1,624,034）

関与を要望する。 2 資本収支負担金 621,281 （㉗ 579,000）

併せて、岡本台病院・とちぎリハビリテーション 〔関連事項〕

センターの経営形態の見直しについても今後の方向 ・地方公務員等共済組合法に基づくがんセンタープロパ

性を早急に示すこと。 ー職員及び派遣職員の共済負担金 255,809
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要 望 事 項 回 答

１４ 介護保険制度改正及び介護報酬改定への対応につ

いて

要支援者に対する介護予防訪問介護と介護予防通 地域支援事業に移行する介護予防訪問介護と介護予防通所

所介護サービスは、介護保険制度において保険給付 介護サービスについては、地域のニーズに応じたサービスが

として提供されてきたが、２０１４年６月の法改正 適切に提供されるよう、市町及び地域包括支援センターの職

により、２０１７年４月までに保険者である市・町 員を対象とした研修会等を開催するとともに、市町主管課長

が実施する「地域支援事業(新しい介護予防・日常 会議等において全国の先進事例の情報提供などを行ってお

生活支援総合事業)」へ移行される。 り、引き続き事業の円滑な移行が行われるよう市町を支援し

保険給付から市町事業となると、移行の時期やサ ていく。

ービス内容が自治体ごとに異なってくる。地域に利 介護職員処遇改善加算、サービス提供体制強化加算等につ

用者のニーズがありながらも、財政状況を理由にサ いては、介護職員の賃金改善につながるよう、今後とも事業

ービス水準が引き下げられる可能性があることか 者に対する加算の趣旨や算定手続などの周知に努めるととも

ら、現在の利用者の意向を確認して、財政上の理由 に、実地指導においても適切に指導していく。

から利用回数の一律な抑制を設けないよう、また、

速やかに事業の移行が行われるよう支援すること。

また、介護労働者が不足する中、安定的に人材を ○介護人材緊急確保対策事業費 60,312

確保するためには、賃金の引き上げが必須である。

今回、介護報酬が大幅に引き下げられたことから、 1 介護人材参入促進事業費 20,284

デイサービスなどの介護事業者の撤退も目立ってい (1) 介護のお仕事出前講座事業費 4,058

る。介護職員処遇改善加算、サービス提供体制強化 (2) ＰＲパンフレット作成費 200

加算等については、体制整備を行った上で届け出を ○(3) 介護職員フォトコンテスト開催事業費 374

しなければ加算請求ができないことから、介護事業 ○(4) 介護人材確保対策広報事業費 3,592

者に対して加算等の手続きを促すなど、実効ある賃 ○(5) 高齢者の介護職活用支援事業費 8,968

金アップが図られるよう支援されたい。 ○(6) 福祉の担い手育成研修事業費 3,092

2 潜在的有資格者等再就業促進事業費 2,869

3 介護人材マッチング機能強化事業費 13,672

4 介護人材キャリアパス支援事業費 5,000

5 介護人材確保対策連携強化事業費 1,761

(1) 介護職員合同入職式開催事業費 743

○(2) 介護人材育成・確保対策連絡調整会議事業費

1,018

⑥介護職員研修支援等事業費 9,919

・委 託 先 人材派遣会社等

・事業内容 介護職員が実務者研修を受講する際に生

じる欠員を補充するための代替職員の派

遣等

⑦労働環境・処遇改善事業費 6,807

(1) エルダー・メンター交流事業費 1,904

(2) 介護人材勤務環境改善支援事業費 2,403

(3) 介護ロボット導入支援事業費 2,500
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要 望 事 項 回 答

１５ 障がい者差別解消の推進について

栃木県障害者差別解消推進条例の４月施行に向け 今通常会議に上程を予定している「栃木県障害者差別解消

て準備が進められているが、県は率先して、県民一 推進条例（仮称）」に基づき、相談体制の整備や普及啓発な

人ひとりにわかりやすいような具体的施策を示し、 どに取り組むとともに、市町と連携・協力し、市町における

障害者差別解消法や条例が求める理念の実現に向け 相談窓口の整備や法に基づく差別解消支援地域協議会の設置

取り組んでいく必要がある。 を促進していく。

そのためには、障がい者に身近な地域での取り組 また、県民や事業者が合理的配慮等について適切に対応で

みが重要であることから、市町における差別に関す きるよう、基本的な考え方や具体例を示す指針の早期策定に

る相談窓口や苦情処理機関の設置を促していくな 努めていく。

ど、県と市町が協力して取り組むこと。

併せて「合理的配慮」は障がい特性や状況によっ

てそれぞれ異なるため、その基準を明確に示すとと ○障害者差別解消推進事業費 8,436

もに、障がい者を取り巻く教育現場や福祉施設な

ど、実際の生活の中でどのように実行していくのか ①差別解消推進体制整備事業費 3,463

を示す指針を早急に定めること。 (1) 相談員設置費 2,564

(2) 差別解消推進委員会開催事業費 899

2 理解促進事業費 2,357

リーフレットの作成、シンポジウムの開催

③庁内合理的配慮推進事業費 2,616

手話通訳者、要約筆記者の派遣、点字資料作成
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

１６ 子どもの貧困対策について

(1) 厚生労働省による２０１３年国民生活基礎調 スクールソーシャルワーカーについては、現在、各教育事

査では、２０１２年における子どもの貧困率は 務所に計10名を配置し、学校とも連携しながら、福祉的支援

１６．３％、ひとり親世帯での相対的貧困率は が必要な児童生徒について、関係機関とともに支援体制づく

５４．６％にもなることから、子どもを取り巻く環 りに取り組んでおり、今後、家庭の状況に応じて時間外にも

境において貧困が大きく影を落としている。 対応できるよう活用の拡大を図っていく。

昨年度末に策定された「とちぎ子ども・子育て支 また、市町の配置する家庭相談員とも適切に連携してい

援プラン」では、援護を必要とする子育て家庭等へ く。

の支援を図るべく子どもの貧困対策推進が盛り込ま

れ、学校を拠点（プラットホーム）とした総合的な

対策の展開が挙げられている。 ○学校生活適応支援事業費 262,182

ついては、学校を窓口として、速やかに貧困家庭

の子どもたち等を生活支援や福祉制度につなげてい 1 教育相談体制整備費 189,298

くことができるよう、早急にスクールソーシャルワ (1) スクールカウンセラー配置事業費

ーカーの配置を進めるとともに、家庭訪問支援（ア 中学校129校（㉗125校）、

ウトリーチ）を行う家庭相談員の増員を図り、より 高等学校６校（㉗６校）

子どもや家庭に寄り添った支援の充実に努められた 2 不登校対策費 3,291

い。 3 児童生徒指導推進費 69,593

(1) スクールサポート推進事業 34,562

(2) 暴力行為等対策事業 187

(3) 問題行動等未然防止プログラム 1,420

(4) いじめ撲滅運動推進事業費 880

(5) 魅力ある学校づくり調査研究事業費 1,000

(6) ネットトラブル対策事業費 7,935

(7) スクールソーシャルワーカー活用事業費 11,121

○エリアスーパーバイザーとして、勤務時間外の緊

急対応や市町スクールソーシャルワーカーの支援等

を役割に追加

(8) いじめ問題総合対策費 10,745

(9) 児童・生徒指導担当者研修会開催費等 1,743
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

(2) ２０１５年度から教育委員会による学校支援 「地域未来塾」については、平成27年度から、市町教育委

活動として実施された「地域未来塾」は、中学生を 員会と連携し、経済的な理由や家庭の事情などにより学習が

対象に大学生や教員ＯＢなど地域住民の協力により 遅れがちな中学生を対象に、放課後の教室などでの学習支援

無料で学習支援を行っている。学習が遅れがちな中 をモデル的に実施している。

学生に対する学習習慣の確立と基礎学力の定着を図 今後、モデル事業の成果を各市町に普及・啓発し、より多

ることを目的としている。生徒全員を対象とするこ くの市町で学習支援が実施されるよう支援していく。

とで要保護等に近い経済状況にある家庭の生徒や、

様々な事情で申請できない家庭の生徒も対象とする

とともに、ことさら貧困対象を明確にしないなど、

子どもの心理状態への配慮もされている。

今年度同事業は鹿沼市・小山市にて実施され、鹿

沼市は延べ２１９名が参加し、小山市では生活困窮

者自立支援事業における学習支援事業の位置付けに

もなっている。

子どもの学力向上は高等学校進学率の改善につな

がり、貧困の連鎖を解消するためにも重要であるこ

とから、今後このような取り組みをもとに、学習支

援を実施する市町の拡大に向け支援を図られたい。

(3) 昨年９月中間期会派要望で取り上げた要支援 現在、３市でモデル事業として実施している「要支援児童

児童放課後応援事業は、生まれ育った環境によって 放課後応援事業」は、将来的な虐待の世代間連鎖の防止につ

子どもの将来が左右されることのないよう、親以外 ながるよう、要支援児童に対し、一般的な生活習慣や社会的

の安心できる大人とのふれあいや、当たり前の家庭 スキルを習得させるための支援等を行っている。

生活を体験する新たな社会的養護対策である。将来 平成28年度は、３か年のモデル事業の最終年度であること

的な虐待の世代間連鎖の防止に資するための支援事 から、事業の効果や改善点の検証を行うとともに、今後の事

業であり、現在モデル事業として３市３箇所で実施 業のあり方等について検討を行い、市町における円滑な事業

しているが、更なる実施箇所の増設支援に取り組ま の実施につなげていく。

れたい。
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

１７ 生活困窮者支援について

生活困窮者自立支援事業の中の任意事業である一 住居のない生活困窮者に、一定期間、宿泊場所や食事等を

時生活支援事業に関し、２０１５年度県内にて実施 提供する一時生活支援事業については、毎年実施する国のホ

した自治体は皆無である。全国では２０１５年度で ームレス調査の結果を事業主体である各市と情報共有すると

１７２自治体（１９％）が取り組まれ、２０１６年 ともに、生活困窮者の相談内容等を見極めながら、取組の必

度における意向調査では２３０自治体（２６％）が 要性について検討していく。

実施を予定している。同事業は住居がない、ネット

カフェ等を転々とするなど不安定な居住形態にある

方に、一定期間宿泊場所や衣食を提供するものであ

る。

ホームレス状態に置かれている場合、生活保護開

始決定まであるいは就労による自立に至るまでの

間、衣食住の確保支援が必要とされる。一時的に居

住できる場所があれば、ジョブモールやサポステな

どの機関で相談・支援を受けることにより生活保護

に至らず、再出発への支援を図ることができる。

また、若年者の中には家族関係の崩壊から血縁的

にも社会的にも孤立し、緊急な保護を必要とするケ

ースが増えており、ポラリスへの相談では高校を中

退後、親子関係の軋轢から家出後行方が分からなく

なってしまう事例なども扱われているとのことであ

る。家庭で居場所のなくなった未成年は生活困窮者

となり、友人宅等転々とする生活へと至り、一時的

にでも短期入所できる施設があれば未成年者の社会

漂流を防ぐことができる。

これまでＮＰＯや市民の善意で衣食住の提供を支

援してきたところではあるが、この一時生活支援事

業が行われ、住まいが確保できればこれまで以上に

各相談・支援機関が利用されることになり、自立へ

の道を拡げていくことが期待できることから是非と

も県内での積極的な取り組みがなされるよう努力さ

れたい。
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

１８ ＤＶ被害者支援事業に係る民間団体への運営費補

助について

ＤＶ被害や性暴力被害などへの対応に関し、とち 今年度実施している「ＤＶ被害者等自立生活支援事業」の

ぎ男女共同参画センターと連携しながら一時保護等 成果と課題を踏まえ、一時保護所を退所後の被害者等に対す

で多くの女性たちを支援し、女性と子どもの自立に る精神面のケアや生活面のサポート等を行うとともに、新た

力を尽くしてきている民間団体がある。中には２０ に地域での生活を支える人材の育成などに民間団体と連携し

年間の実績を持つ民間団体もあり、全国的にも注目 て取り組むこととしており、今後とも、市町や関係機関とも

され他県からの視察や相談機関の研修も担ってい 連携しながら、民間団体との協働による被害者支援の充実に

る。 取り組んでいく。

同団体の昨年度実績は電話相談８７９件、来所相

談２５０件、訪問支援７２件に上り、今年度は「Ｄ

Ｖ被害者等自立生活支援事業」を委託されている。

とちぎ男女共同参画センターやシェルターを退所

後、民間団体だからこそできる「切れ目のない、息

の長い支援」を行っている。

配偶者からのＤＶ被害に前後し、子どもからの暴

力や引きこもりが始まるケースなど様々な相談が持

ち込まれ、家族全体の見守り支援が必要となるケー

スが増加している。地域で自立するには長期的な支

援が必要である一方、活動を継続していく上での運

営費の確保が課題となっている。

ＤＶ被害者支援事業の実施に当たっては、民間団

体の存在が欠かせないものであることから、県独自

による団体運営費補助事業の創設を要望する。
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

１９ 病児・病後児保育施設の充実について

「とちぎ子ども・子育て支援プラン」により「子 病児・病後児保育については、国の「子ども・子育て支援

育てと仕事の両立」への一層の支援に向け、待機児 交付金」において、質の向上を目的とした新たな加算制度が

童解消など各種施策の取り組みが行われている中、 設けられるなど、施設運営に対する支援の充実が図られたと

病気の子どもの保育に対応する「病児・病後児保育 ころである。

施設」の拡充が不可欠である。 引き続き、事業主体である市町と十分に連携しながら、病

病児・病後児保育事業には病気の回復期に至って 児・病後児保育施設等の充実を図っていく。

いない「病児型」、回復期の「病後児型」、保育所

などで具合が悪くなった子どもを預かる「体調不良

児型」などがある中、県内では２０１５年度より済 ○安心こども特別対策事業費 3,528,341

生会宇都宮病院に設置された「病児保育施設」をは

じめ１９市町に５５施設が設置されている。設置に

際しては、保育士・看護師等の手厚い配置が求めら

れることや利用者数の変動もあり、施設の採算性が

課題となっている。

このような課題がある中、｢とちぎ創生１５戦略｣ ○保育士・保育所支援センター設置運営事業費 6,020

に掲げる「とちぎで結婚、妊娠・出産、子育ての希

望をかなえる」の基本目標を達成するためにも、国

の施策を活用しながら、病児・病後児保育施設の拡

充を図られたい。

○保育人材確保推進事業費 890,635

【新規】 【新規】

・補助率 10/10 ・委 託 先 栃木県社会福祉協議会

1 保育士修学資金貸付事業費 227,880 ・組織体制 コーディネーター２名

・貸付内容 月額50千円、入学準備金 ※宇都宮市との共同事業

200千円、就職準備金200千円 ・全体事業費 8,600千円

・実施期間 平成29～30年度 （県6,020千円、宇都宮市2,580千円）

2 保育補助者雇上支援事業費 380,051

・貸付内容 保育補助者に係る賃金

・実施期間 平成29～30年度

3 未就学児をもつ潜在保育士に対する保育所

復帰支援事業費 141,134 ←内容は左記のとおり

・貸付内容 保育料の半額（27千円限度）

・実施期間 平成28～30年度

4 潜在保育士の再就職支援事業費 126,180

・貸付内容 就職準備金200千円

・実施期間 平成28～30年度

5 事務費 15,390
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

２０ とちぎの活力向上に向けた産業振興について

(1) ｢栃木県中小企業・小規模企業の振興に関する 官公需については、県ホームページにおける情報提供や県

条例｣が、昨年１２月に施行され、中小企業・小規 との随意契約が可能となるレッツＢｕｙとちぎ認定商品の購

模企業の振興に関する施策を総合的に推進すること 入促進、市町や関係機関等への取組要請などにより、今後と

となった。 も、中小・小規模企業の受注機会の拡大を図っていく。

その中の県の責務として、工事の発注や物品及び 人材の育成については、定着率向上を目的とした研修等に

役務の調達等に当たり、中小企業者の受注の機会の 取り組んでいるほか、産業技術専門校において、中小企業の

増大に努めるものとあることから、率先して取り組 在職者を対象として、仕事に必要な専門知識の習得や技能の

むとともに、中小企業等における人材の育成や技術 向上、各種資格取得を目的とした講習を実施している。今後

の確保について実効性のある具体的な施策を講じら とも企業ニーズを反映した講習の実施に努めていく。

れたい。

○地域中核企業サポート事業費 7,791

○とちぎ地域企業応援パッケージ事業費 5,069

【新規】

1 オールとちぎによる中小企業支援事業費 2,637

(1) とちぎ地域企業応援ネットワーク事業費 586

(2) 「企業カルテ」導入事業費 1,900

(3) 「キラリと光るとちぎの企業」表彰事業費 151

2 資金調達手段多様化サポート事業費 1,304

3 サービス産業生産性向上支援事業費 1,128
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

(2) 中小企業に対する県の制度融資の実績は、 国に対し、支援制度の維持・充実を要望していくととも

２０１５年１１月現在、２２７０件１４７億円余 に、県、商工団体、金融機関等を構成員とする「経済対策活

と、昨年同期比の件数では８７．４％、融資総額で 用促進ネットワーク」等により、支援制度の十分な周知を図

は９０．５％と減少し、落ち着きを見せている。 るほか、説明会・個別相談会の開催、申請書類作成支援等に

一方、中小企業庁による、ものづくり・商業・サ よりその活用を促進していく。

ービス革新事業補助金の利用については、２９６件

（シェア２．２５％）、小規模事業者の持続化補助

金に関しては、７０１件（同２．０８％）と、いず

れも県内企業数全国比１．７％を上回っている。

しかしながら各補助金の利用申請数に対する県内

の採択率は（ものづくり４３．５％、持続化

５５．８％）である。ものづくり県として、国に対

し、補助金予算額の増大を要望すると同時に、引き

続き、周知の徹底を図り利用の促進に努められた

い。

(3) 事業後継者の不在等の理由により事業承継を 事業承継については、地域経済の持続的発展にとって重要

希望する経営者への支援を行う「栃木県事業引継ぎ であることから、引き続き、事業引継ぎ支援センターと連携

支援センター」については、相談件数も開業から１ しながら事業承継の普及啓発とセンターの周知・利用促進を

年で１５８件と順調な滑り出しを見せている。県内 図っていく。

中小企業の代表者の平均年齢が５９．２歳、引退年

齢は概ね７０歳と言われており、今後益々、需要が

あると思われるので、更なる周知を図り、利用促進

に努められたい。

(4) 群馬県では「産業競争力強化法」で努力義務 本県においては、市町に対し、これまで創業支援事業計画

とされている「創業支援事業計画」をすでに全市町 制度の概要や他自治体の取組動向等に関する説明会の開催等

村が策定し、創業支援に関するワンストップの相談 に取り組み、現在、25市町のうち16市町が計画を策定（64％

窓口の設置や、セミナーの開催などを、商工会議所 ：関東経産局管内11都県中第３位）したところであるが、引

等の民間の創業支援事業者と連携して実施すること き続き計画未策定の市町に対し、策定に向けた相談等の支援

としている。「とちぎ創生１５戦略」では、栃木県 を行い、県が実施する起業家育成事業などの施策とあいまっ

内の２０１３年の開業率は、４．６％（全国平均 て、県内での創業の促進に取り組んでいく。

４．８％）であり、２０１８年には５．７％へと押

し上げる計画となっている。創業支援事業計画の策

定を各自治体に促し、開業率を上げるよう努められ

たい。
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

２１ 観光政策の推進と「とちまるショップ」のあり方につい

て

本県が更なる魅力度アップを図るためには、観光 平成28年度を初年度とする「とちぎ観光立県戦略(仮称)」

政策の推進は大変重要ものとなる。これまでも県内 に基づき、市町等が行う観光事業者等向け研修会の開催支援

の周遊性・滞在性の向上や近隣県に跨る広域連携、 などによりホスピタリティの向上を図るとともに、ＪＲ東日

さらにはインバウンド等々、様々な今日的対策が講 本の重点販売地域の指定に伴う観光キャンペーンや国際旅行

じられてきた。今後も新年度に向け策定中の次期観 博への出展など、国内外に向け、戦略的な誘客プロモーショ

光振興計画である「とちぎ観光立県戦略（仮称）」 ンを積極的に展開し、更なる観光誘客を図っていく。

に基づき課題を克服すると同時に、新たなアイディ また、「とちまるショップ」については、その運営状況や

アも駆使しながら、本県の魅力や強みをさらに結集 市町へのアンケート調査の結果、他県の取組状況等を踏まえ

し、国内外からの着実な誘客促進策が展開されるこ ながら、更なる県産品の振興や本県への誘客促進につながる

とを期待している。 よう、共同設置者である市町とともに具体的な検討を進めて

そこで、「本物の出会い 栃木」のコンセプトの いく。

もと、今後もオール栃木によるホスピタリティの醸

成と体制確立、国内外での継続的なプロモーション

の展開と検証などにより、着実に観光客入込数の増 ○大型観光誘客プロモーション事業費 79,781

加が図られるよう努めること。

またオープンから４年目を迎えた「とちまるショ

ップ」の市町調査結果が示されたが、立地やスペー

スなど物理的課題が多い。今後、売り上げ・集客と ・実施主体 ｢本物の出会い 栃木｣観光キャンペーン推進

情報発信それぞれの機能の両立を図るためにも、県 協議会

内市町の意見集約はもちろんのこと、他県の成功事 1 協議会一般会計事業費(県と市町が２分の１ずつ負担)

例の調査・研究などを速やかに行い、必ずしも現店 21,550

舗に固執しない、移転や新設・増設も視野に入れた (1) 広報宣伝事業費 17,800

検討に早急に着手すること。 (2) イベント事業費 3,000

(3) 事務局費 750

2 協議会特別会計事業費（県が全額経費負担） 58,231

(1) 広告宣伝事業費（復興基金） 11,396

キャラバン隊派遣

(2) 誘客促進事業費 45,290

ｱ 周遊パスポート事業（復興基金） 22,656

ｲ 観光情報説明会開催事業 8,028

ｳ 旅行商品造成促進事業(一部復興基金)8,140

○ｴ 観光アプリ開発事業 6,466

(3) イベント事業費 1,545

ツーリズムＥＸＰＯジャパンへの出展

・開催場所 東京ビッグサイト

・出展規模 ６小間（一般会計事業費と合わせて）
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

○海外誘客プロモーション事業費 42,302

1 台湾誘客プロモーション事業費 12,299

(1) 旅行エージェント招請事業費 2,360

○(2) 旅行商品共同広告事業費 5,156

(3) 教育旅行キーパーソン招請事業費

1,871 ○とちぎ版ＤＭＯ形成促進事業費 5,000

(4) 台湾観光誘客拠点機能事業費 2,912

2 香港誘客プロモーション事業費 3,437

オンライン旅行会社と連携した観光情報の広告

3 韓国誘客プロモーション事業費 4,776

本県観光ＰＲのためのメディア招請等

4 中国誘客プロモーション事業費 2,894

本県観光ＰＲのためのメディア招請等

【新規】

地域版ＤＭＯ形成促進事業費 5,000

・実 施 主 体 原則として複数の観光協会

で構成する共同事業体

・補 助 率 定額

・補助限度額 5,000千円
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

２２ 新しい栃木の農業戦略について

本県農業の特徴は、豊かな田園と農村風景が数々 中山間地域については、農業生産活動が継続的に行われる

残る中、米麦、園芸、酪農畜産等全ての分野におけ よう、引き続き、中山間地域等直接支払制度の円滑な実施と

る農業団体と農家との連携した経営による力強い農 ともに、地域特産物づくりを支援していく。

業を実践している。「進化する農業とちぎ」を実現 園芸生産の振興については、主力品目であるいちご、トマ

するために、精力的に取り組んでいることに敬意を トの競争力強化に加え、新たな主力品目として、にら、な

表する。本県における「強い農業」を更に持続して し、アスパラガスの生産拡大を図っていく。

いくためには、本県の魅力ある農村を守り、本県の また、農産物のブランド力向上については、リーディング

適地適作による多種多彩な農産物の作付け並びに農 ブランドである「スカイベリー」、「とちぎ和牛」、「なす

業環境を継続するために必要なソフト・ハードの取 ひかり」を中心に、品質向上対策や販路拡大・ＰＲなどを総

り組みを引き続き強力に推進しなければならない。 合的に取り組んでいくとともに、農産物の輸出についても、

国の農政政策は、依然、大規模集約化や法人化等を 経済発展が進む東南アジアを中心に販路拡大を図っていく。

意識し、農地中間管理機構を基軸に取り組みを進め さらに、農業の６次産業化について、新商品づくりのため

る計画であるが、本県の農山村地域の実情を勘案 の技術の習得や加工施設・機械の整備、販路開拓等を支援し

し、こうした地域が荒廃しないような永続的な取り ていく。

組みを講じなければならない。

したがって、中山間地域の対策を強化し、各地で

栽培されている農作物に対する支援を講じること。 ○日本型直接支払事業費（一部公共） 2,034,380

さらに、とちぎの農産物のブランド力向上、そし

て、園芸作物の強化は、農業経済の活性化にも大き

く寄与し、大変重要であることから、引き続き、当

該農産物の生産拡大及び品質向上対策、収量アップ

対策並びに、農商工連携も含めた６次産業化の推

進、ブランド農産物の積極的な輸出のための販路開 ○とちぎの園芸活力創造総合推進事業費 656,470

拓を進め、名実共に「進化する農業とちぎ」を確立

するための予算や施策を実施・拡充されたい。

・スカイベリーの生産拡大に向けた高機能ハウス 2 いちご王国基盤強化事業費 171,898

整備等への助成 (1) いちご王国産地強化推進事業費 82,496

・にら、アスパラガス等の生産拡大に向けた高機 ｱ スカイベリー生産流通対策事業費 1,110

能ハウス整備及び地域の特色ある園芸作物の産 ｲ スカイベリー等生産拡大支援事業費 76,360

地育成に向けたパイプハウス整備等への助成 (ｱ) スカイベリー生産拡大事業費 74,000

(ｲ) なつおとめ生産拡大事業費 2,360

1 施設園芸イノベーション推進事業費 7,881 ○ｳ 大規模生産拠点整備プロジェクト事業費

(1) 次世代型園芸モデル育成事業費 932 5,026

○(2) 施設園芸スーパーコーチ派遣事業費 (2) 競争力強化生産総合対策費 36,072

6,949 (3) いちご王国苗生産供給体制強化事業費 19,081

トップレベルの施設園芸経営者の育成のた (4) いちご王国ブランド管理推進事業費 710

めの高度専門家の派遣 (5) とちぎでいちごを始めようプロジェクト事業費

2,158

(6) スカイベリー高級ブランド化促進事業費 31,381
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

○とちぎ農産物ブランド力向上対策関連事業費（一部再掲）

103,149

（31,381）

（一部平成27年度２月補正対応）

○意欲ある新規就農者の確保育成事業費（一部再掲）37,629

（2,158）

1 県産農産物リーディングブランド育成強化事業 2 県産農産物ブランド化支援対策費 14,794

費 42,421 ○(1) とちぎ農産物ブランド化推進事業費 14,442

(1) スカイベリー高級ブランド化促進事業費 とちぎ農産物ブランド化推進戦略の策定等

31,381 県産農産物ブランド力強化に向けた県内外への

スカイベリーのＰＲに要する経費 ＰＲに要する経費

(2) 「なすひかり」ブランド力向上対策事業費 (2) とちぎの魚ブランド化推進事業費 354

3,338 ・事業主体 プレミアムヤシオマス振興協議会

(3) とちぎ和牛ブランド力アップ推進事業費等 ・補 助 率 県 1/2

7,702 3 とちぎ農産物輸出促進活動事業費 45,934

(1) 農産物輸出販路拡大事業費 12,956

○(2) 農産物輸出拡大サポート事業費 12,096

（２月補正前倒し）

○(3) 新たな販路開拓集中プロモーション事業費

20,882

（２月補正前倒し）

1 「とちぎで農業を始めよう」事業費 930

2 とちぎでいちごを始めようプロジェクト事業費

2,158 ・補助対象 新規就農者へ移譲の経営資源修繕費

3 就農サポート事業費 3,765 ・事業主体 認定新規就農者、経営資源移譲農家等

④経営継承円滑化支援事業費 14,841 ・補 助 率 1/2

(1) 経営資源有効活用マッチング事業費 844 5 青年農業者資質向上対策事業費 405

経営資源仲介推進員の配置等 ⑥雇用就農者確保育成事業費 15,530

(2) 経営資源有効活用リフォーム支援事業費 ・委 託 先 (公財)栃木県農業振興公社

13,997 ・事業内容 首都圏での就農相談会、お試し就業支援等
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

○新規就農総合支援事業費 790,679

○フードバレーとちぎ６次産業化推進事業費 113,253

1 フードバレー関係技術開発促進事業費 2,000

2 地域６次産業化ネットワーク推進事業費 7,371

3 ６次産業化実践支援事業費 82,400

(1) ６次産業化導入支援事業費 2,400

(2) アグリフードビジネス支援事業費 10,000

(3) ６次産業化交付金施設整備事業費 70,000

4 ６次産業化販路拡大支援事業費 1,297

○６次産業化商品ギフト検討、○６次産業化商品相談

会開催

5 ６次産業化サポートセンター運営事業費 15,705

⑥地域６次産業化創出モデル支援事業費 4,480

地域資源を活用した６次産業化商品の付加価値向上

に取り組むモデル地域の支援

・委 託 先 宇都宮大学
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

２３ ＴＰＰ大筋合意に伴う本県農業への影響とその対策

について

ＴＰＰについては、昨年末までに大筋合意となっ 輸入農産物による本県農業への影響が最小限になるよう、

たが、その詳細については未公表であり、本県農業 農業の競争力強化に向けた体質強化対策や輸出拡大などに積

への影響額も県議会には報告されていない。こうし 極的に取り組むことが重要であることから、現在策定中の次

た状況の中、国においては、ＴＰＰ対策のための補 期農業振興計画では、「新たな園芸生産の戦略的拡大」や

正予算が編成されたが、果たしてその予算執行によ 「農産物のブランド力強化と輸出促進」等に重点的に取り組

り、本県のＴＰＰにおける影響を回避できるかは定 むこととしている。

かでない。少なくとも県内の各種農家は、さまざま 平成28年度からスタートする、この計画を着実に推進し、

な不安を抱えている状況であり、耕作意欲の減退や 本県農業を力強い成長産業へと発展させていく。

農業後継者の確保等、長期的な影響も含めて冷静か

つ慎重に影響を調査し、本県ならではの対応策を講

じる必要があると考える。 ○競争力強化生産総合対策費（一部再掲） 1,167,422

したがって、国の補正予算の本県における効果も (393,422)

含め、ＴＰＰ対策について、早期に方針を決定する

とともに、その対策に必要な予算や施策を講じるこ

と。

○畜産競争力強化対策事業費 762,075

①家畜生産基盤育成強化事業費 704,175

・事業主体 畜産クラスター協議会

・補 助 率 1/2

2 畜産生産総合対策事業費 57,650

・事業主体 農業協同組合

・補 助 率 国 1/2

③畜産・酪農施設利活用体制構築支援事業費 250

・事業主体 (公社)栃木県畜産協会

・補 助 率 県 1/2
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

２４ 米価下落対策と国の農政改革を踏まえた対応につ

いて

「農地中間管理事業の推進に関する法律」に基づ 意欲のある農業者が将来にわたり安心して水田農業に取り

き、本県にも農地中間管理機構が新設され、今後、 組めるよう、国と十分協議しながら、麦、大豆及び園芸作物

地域の担い手に対する農地集積・集約化が図られる の産地づくりや収入減少影響緩和対策への加入促進などの経

こととなった。この施策と並行して主食用米の消費 営所得安定対策を推進していく。

減少への対応が求められ、飼料用米等を導入するこ また、国助成金が拡充された飼料用米の生産拡大を図るた

とにより、地域における水田農業の新たな仕組みづ め、主食用米から飼料用米への転換に必要な施設・機械の整

くりが進められることとなった。 備等を支援していく。

しかしながら、本県においては、このところの米 さらに、県農地中間管理機構を通じた担い手への農地集積

価の大幅下落による担い手の借り受け返却の動き ・集約化を推進するとともに、遊休農地の解消に向けて県単

や、作付け意欲の減退等による現場段階での問題も 補助制度を創設することとした。

発生しており、１０年間集約した農地を作付けする

仕組みに照らし合わせた場合、市町段階では人・農

地プランに計画された農地集約がままならない状況 ○水田農業構造改革推進事業費 39,709

もあり、農地の出し手や受け手の対応も含めて困難

を極めている実態が浮き彫りとなっている。

したがって、県段階での米価下落への対策を強化

するとともに、本県の水田活用に支障をきたさない

抜本的な対策を講じられたい。特に、土地改良事業

により、優良農地化が進んでいる地域においては、 ○農地中間管理機構対策費 385,521

こうした農地が耕作放棄地にならないような対応を

求めたい。

国においては、さまざまな農政改革が進められて

いるが、農業県である本県がこうした課題を有する

立場から、農地中間管理機構を利用した農地集約化

における手続きの簡素化、米価下落における現場段 ○遊休農地対策事業費 12,470

階で発生している課題等を踏まえ、国に必要な対策

を講じるよう積極的に働きかけられたい。

1 農地中間管理事業費 368,020

(1) 業務費 222,590

(2) 機構運営費 144,339

(3) 県事務費 1,091

2 農地売買等事業費 15,767

3 農業構造改革支援基金積立金 1,734

1 遊休農地対策運動推進事業費 470

②遊休農地解消支援事業費 12,000 ←事業内容は左記のとおり

・事業主体 地域耕作放棄地対策協議会

・補 助 額 10ａ当たり30千円
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要 望 事 項 回 答

２５ 社会資本整備の推進について

昨年９月の関東・東北豪雨は、本県にも極めて大 道路・河川等の社会資本は、県民の安全・安心な暮らしや

きな爪痕を残した。今回の被害状況から明らかにな 活力ある経済活動のための重要な基盤であることから、今後

った様々な課題のほか、例えば原形復旧よりさらに とも着実に整備を推進していく。

踏み込んだ改良復旧等の必要性など、いち早く新た また、災害の発生を未然に防ぐための落石防止対策や河川

な教訓として整理し、今後の防災・減災対策に、こ 堤防整備、急傾斜地対策等の防災対策のほか、災害発生時に

れまで以上に積極的に、かつスピーディーに反映さ 被害を低減するための減災ネットワーク道路や避難所周辺道

せなければならない。もちろん県民の安全・安心な 路の整備・保全、河川の堆積土除去等の減災対策について

暮らしの確保や更なる産業の活性化を推進するため も、他の公共工事と調整・連携を図りながら、着実に取り組

にも、従来通り計画的に道路や河川等の社会資本を んでいく。

着実に整備していく必要がある。 さらに、社会資本整備を計画的に進めるためには、一定量

そこで、被災箇所や近年多発する自然災害による の調査ストック等が不可欠であることから、必要な事業調査

危険箇所への緊急的な防災対策をはじめ、引き続き 費を確保していく。

中長期的視野をもって減災ネットワーク道路や避難 社会資本の維持管理については、必要な維持管理費の確保

所周辺道路の整備・保全、さらには河川の浚渫、ま に努め、既に長寿命化修繕計画を策定した施設については、

た堤防や樋門・排水機場の適切な整備・維持管理な 計画に基づき、着実な修繕・更新に努めていく。

ど、必要な防災・減災対策に取り組み、同時に整備

推進のための着実なストック確保を計画的に図るこ ○公共事業費（補助）（県土整備部） 38,781,977

と。なお、防災・減災対策の実施に当たっては、農

地・農業用施設や山林野など他の公共工事とも十分

な連携を図ること。

併せて、社会資本の維持管理に必要な維持管理費

の確保に引き続き努めるとともに、財政負担の縮減

・平準化を図るためにも策定済みの各長寿命化修繕 ○県単公共事業費（県土整備部） 9,058,083

計画の着実な実施に取り組むこと。

1 道 路 8,164,111

道路舗装等の緊急修繕に要する経費

2 河川・砂防 893,972

※対前年度当初比 99.9 ％ ○緊急防災・減災対策事業費 1,500,000

○公共事業関連調査費（県土整備部） 200,000

公共事業の推進を図るための測量、設計等に要す

る経費

１ 道路調査費 ・箇所数 ５箇所 43,000 ○流域下水道建設事業費（特別会計） 1,377,753

２ 砂防調査費 ・箇所数 12箇所 42,000 ←事業内容は左記のとおり
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要 望 事 項 回 答

２６ ＬＲＴ整備に対する対応について

宇都宮市と芳賀町が進めている「ＬＲＴ整備事 宇都宮市と芳賀町では、ＬＲＴを含めた面的な公共交通ネ

業」については、現在、都市計画決定の手続きや軌 ットワークの整備について、これまで地元関係者をはじめ市

道運送高度化実施計画の国への認定申請に伴う県と 民・町民などへの説明会等を実施しており、今後とも、住民

の事前協議が進められ、手続き上必要な県議会の議 理解の促進を図るための取組を進めていくと聞いている。

決が迫っている状況にある。 引き続き、県民や県議会の理解を得ながら、県としての支

これまでの本事業に対する我が会派の見解は、県 援のあり方について検討していく。

民・市民合意の得られていない本事業の妥当性や採

算性等の懸念を指摘するとともに、大型公共事業で

ある本事業が将来赤字にならないかなどの疑問があ

る以上、賛成できないとの姿勢を貫いてきた。

昨年の県議会における会派代表質問では、県民・

市民合意の得られていない本事業に対しては、県は

整備費や出資金を支出すべきでないことを求めてき

た。本県の今後の大型公共事業、例えば総合スポー

ツゾーン整備についても、現時点で概算６００億円

に事業費が膨れ上がっている現状にあり、地域医療

再生の諸事業も各地域の命や健康を守る重要な施策

として推し進めなければならない。まさに、財政健

全化を視野に入れた「選択と集中」が求められてい

る。

したがって、ＬＲＴ整備事業については、県民・

市民合意をきちんと得る手続きを宇都宮市や芳賀町

に行うよう強く求めるとともに、本事業に関して県

議会に対し明確な説明がないままにおいて、整備費

や出資金の支出に対する意思決定や軌道運送高度化

実施計画の手続きを進めることのないよう慎重な対

応をすること。併せて、本県の地域公共交通の将来

ビジョンを明確にし、県民合意を得ること。
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要 望 事 項 回 答

２７ とちぎ教育振興ビジョンを踏まえた本県独自の少人

数学級の推進について

本県では、とちぎ教育振興ビジョンにも掲げてい 国に対しては、小学校第１・２学年における35人以下学級

るとおり、少人数学級を推進し学校の指導力強化を の維持及び小学校第３学年以降における35人以下学級の実現

図っている。しかしながら、国の財政制度等審議会 について、引き続き要望していく。

の答申の中で、小学校第１学年の学級編制基準を 平成28年度は、小学校第３学年で児童数が急増する学級に

４０人学級に差し戻す動きもあり、２０１５年度の 配置している非常勤講師について、30名の増員を図ったとこ

予算では据え置きしたものの、国庫負担分について ろであり、小学校第３学年以降における35人以下学級の実施

予断を許さない状況があり、県議会では一昨年１２ については、国の動向も注視しながら引き続き検討してい

月に、小学校第１学年３５人以下学級堅持と、少人 く。

数学級のさらなる拡大の意見書を全会一致で議決し

ている。今後も引き続き、教育委員会としても、国

に対して小学校第３学年から第６学年について３５ ○学校指導力強化対策事業費 2,293,162

人学級の実現に向け強く要望すること。

また、本年度より小学校第３学年において１学級 1 中学校少人数学級推進事業費 1,660,543

当たりの児童数が急増する学級がある学校に非常勤 ・追加学級数 215学級

講師を配置する本県独自の事業も行っている。 ・必要教員数 323人

一方、小学校第３学年においては、約６０名の教 2 小中学校非常勤講師配置事業費(スマイルプロジェクト)

員、３億円程度の予算措置で３５人以下学級が実現 632,619

できるのではないかと推測される。他県に先駆けて ・配置先 小学校低学年及び特別支援学級において必要

小学校第３学年以降においても本県独自の３５人以 度の高い学級、小学校第３学年において１学

下学級の実現を図ること。 級当たりの児童数が急増する学級、指導困難

な状況が見られる小・中学校

・配置数 280人（定数くずし170人及び県単110人）
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要 望 事 項 回 答

２８ ネットトラブル対策事業の充実について

本県では、ネットトラブルから生徒を守るため、 児童生徒をネットトラブルから守るため、県立学校を対象

ネットパトロール等の対策に取り組むとともに、中 とするネットパトロールを実施するとともに、各学校からの

学生を対象としたネットいじめ防止研修会を実施し 要請に応じ専門性の高い講師を派遣するネットいじめ防止研

ているが、ネットパトロール事業については、県立 修会を実施している。

学校に対する対策のみの予算であるとともに、市町 今後は、ネットパトロールで発見された事例を参考に指導

の対策については、すべての市町で予算措置がされ 資料集を作成し、全ての公立学校に配付するなど、市町教育

ている実情になく、結果、ネットパトロール事業を 委員会とも連携し、各学校における指導の充実を図ってい

県内すべての学校現場で実施できている実態にはな く。

い。さらにはネットパトロール事業では、ツイッタ また、研修会については、来年度が事業開始から３年目と

ーやフェイスブックなど一般に公開されているもの なることから、その効果等を検証し、情報社会に主体的に対

しかチェックできず、ラインなどはパトロールでき 応していく力の育成や保護者への啓発などの観点から、その

ないことから、ネットトラブルを防ぐためには、ネ あり方を検討していく。

ットいじめ防止研修会が有効と考えられる。しか

し、中学生を対象としたネットいじめ防止研修会は

各学校３年に１回しか実施されておらず、日々進む ○学校生活適応支援事業費（再掲） （262,182）

ネット環境に対応できていないことから、県内

１６３校、すべての学校で年１回は研修会を実施で

きるように拡充されたい。また、生徒に対してだけ 1 教育相談体制整備費 189,298

ではなく保護者も含めた啓発強化を今後必要に応じ (1) スクールカウンセラー配置事業費

て充実されたい。 中学校129校（㉗125校）、

高等学校６校（㉗６校）

2 不登校対策費 3,291

3 児童生徒指導推進費 69,593

(1) スクールサポート推進事業 34,562

(2) 暴力行為等対策事業 187

(3) 問題行動等未然防止プログラム 1,420

(4) いじめ撲滅運動推進事業費 880

(5) 魅力ある学校づくり調査研究事業費 1,000

(6) ネットトラブル対策事業費 7,935

(7) スクールソーシャルワーカー活用事業費 11,121

○エリアスーパーバイザーとして、勤務時間外の緊

急対応や市町スクールソーシャルワーカーの支援等

を役割に追加

(8) いじめ問題総合対策費 10,745

(9) 児童・生徒指導担当者研修会開催費等 1,743
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要 望 事 項 回 答

２９ 本県の魅力ある教育の充実について

県教育委員会は県立高等学校再編計画に基づき、 中高一貫教育校については、県立高校再編計画に基づき、

２００５年度から２０１４年度までの １０年間に 県央、県南、県北と地域バランスを考慮し、設置したところ

わたり、「魅力と活力ある県立高校づくり」を目指 である。

し、様々な施策を推進してきた。とりわけ、中学校 現在、県立高校再編に関する検討会議において、今後の望

と高校を接続し、６年間の計画的・継続的な教育を ましい県立高校のあり方を検討しており、今後提出される提

行う中高一貫教育校が設置された地域については、 言等を踏まえ、学校の特色化や新しいタイプの学校の設置な

中等教育の多様化が図られ、児童・生徒や保護者の ども含め、地域の実情を勘案した魅力ある県立高校づくりの

学校選択肢の拡充につながったことはもとより、高 方策について検討していく。

校卒業後の進路では難関大学への進学者を多数輩出

するなど、確かな学力の定着といった面でも大きく

評価できる。しかし、民間委員を含めた「県立高校 ○高校生学力向上総合支援事業費 33,000

再編に関する検討会議」が２０１４年度末に出した

検証報告書では、中高一貫教育校が設置されていな 【新規】

い市町からは、県立中学校への出願者が少なく、地 ・対 象 校 全県立高等学校

域によっては十分な選択肢となっていないことが指 ・実施期間 平成28～32年度

摘されている。さらには「県立高校再編に関する検 1 スタディ・フロンティア推進事業費 30,000

討会議」が今年度末に提出する提言の素案の中にも ・対象 全日制課程

同様の文言が記載されている。今後は、中高一貫教 (1) 「コア・スクール」プラン 9,000

育校の整備を積極的に推進すること。 ・指定校数 10校（平28実施校 ３校）

また、中高一貫教育校以外にも総合学科高校、科 (2) 「アクティブ・スクール」プラン 21,000

学技術高校、総合産業高校、総合選択制高校、フレ ・指定校数 50校（平28実施校 14校）

ックス・ハイスクールなど特色を持つ学校整備を行 2 定通生学力アップ支援事業費 3,000

ってきた。今後は日光明峰高校への観光科、福祉科 ・対象 定時制・通信制課程

設置にも全力で取り組み、魅力と活力ある県立高校 (1) 「ラーニング・スキルアップ」プラン 2,000

の拡充を図ること。 ・指定校数 10校（平28実施校 ２校）

(2) 「ライセンス・アップ」プラン 1,000
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要 望 事 項 回 答

３０ 主権者教育と投票参加への取り組みについて

公職選挙法改正による選挙権年齢の引下げに伴い 選挙権年齢の引下げに伴い、高校生の政治的教養の育成や

１８歳以上からの投票参加が果たされる本年は、参 選挙制度の理解促進が一層求められていることから、これま

議院選挙や県知事選挙など県内でも多くの各種選挙 での教科等での学習に加え、選挙管理委員会等と連携し、国

が予定され、新たな有権者となる若者への啓発が急 が作成した副教材も活用しながら、主権者として必要な資質

務である。中でも学校における「主権者教育」への の育成を図っていく。

取り組みが重要であり、公正・公平な立場のもと また、小・中・高それぞれの段階において、地域や国の課

「民主主義」や「投票の意義」、「議会と行政のあ 題について自ら考える学習を通して、児童生徒が主体的に社

り方」について、教科指導だけでなく、学校の教育 会に参画しようとする意欲や態度の育成にも努めていく。

活動全体を通じた指導に努められたい。 高校への投票所の設置等については、市町の選挙管理委員

例えば選挙公報や学校への出前授業の活用、生徒 会が地域の状況を勘案し決定するものであり、市町からの相

会活動での模擬選挙、ワークショップ等の開催など 談には、県選挙管理委員会において適切に対応していく。

の取り組みを推進すること。

また、投票機会の拡大のため、市町と協議・連携

を図り、高校への投票所の設置や期日前投票の実施

に取り組まれたい。
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要 望 事 項 回 答

３１ 交通事故抑止対策について

昨年の交通事故発生件数については、６，３２７ 平成27年中の本県における交通事故発生状況は、発生件数

件（前年比▲８６件）、死者数９８人（前年比▲４ 死者数、負傷者数とも、前年に比べて減少している。

人）、負傷者数７，８７３人（前年比▲１５４人） しかしながら、高齢者が関係する交通事故は、発生件数が

と前年より減少しているが、高齢者の交通事故は 前年より増加するとともに、全死者数に占める割合は61.2％

２，１５７件（前年比＋１６８件）、死者数６０人 と過去最も高くなっている。

（前年比＋１６人）と一昨年より増加している。今 こうした状況を踏まえ、高齢者世帯への訪問指導活動や参

後も、高齢者の交通事故抑止対策や悪質・危険な運 加・体験型交通安全教育により、高齢者自身の交通安全意識

転者に対する指導取締りを強化すること。 の向上を図るとともに、悪質性・危険性の高い交通違反に対

また、交通安全施設の新設・更新について、信号 する交通指導取締りを推進していく。

機の制御機の更新基準は設置後１９年となってい また、安全で安心な交通環境の整備を図るため、老朽化し

る。１９年以上経過した制御機は全国に約４万基あ た信号機や道路標識・標示については計画的な更新整備を進

り、老朽化率は約２０％に上る。本県にも１９年以 めるとともに、交通事故抑止効果の高い高輝度道路標識・標

上経過した更新ストックが約５００基あると聞いて 示の新設・更新整備に取り組んでいく。

いる。

信号機が故障すると道路交通上の危険性が高まる

ので早期更新を行うとともに、高輝度標識・表示な ○交通安全施設整備費 1,742,107

どは交通事故抑止に効果があることから、今後とも

交通安全施設の新設・更新の予算確保、事業執行に 1 管制エリア集中制御機更新等 288,006

万全を期すこと。 2 信号機新設 15基（平27 15基） 88,638

3 信号機改良 129基（平27 127基） 445,634

4 信号機移設改修等 97,485

交通死亡事故を抑止するための一般標識・標示・高輝度

標識・標示の更新整備等

5 一般標識・標示新設更新等 352,320

6 高輝度道路標識・標示等 470,024
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（単位：千円）

要 望 事 項 回 答

３２ 特殊詐欺対策について

昨年の特殊詐欺被害件数は２２６件（前年比 昨年の特殊詐欺被害者のうち、65歳以上の高齢者の占める

▲３１件）、被害額で約７億４，２００万円（前年 割合は約75％と、依然として高い状況が続いている。

比▲４億２，０００万円）、と減少し、一方、検挙 引き続きコールセンター事業を実施するとともに、金融機

件数は１３３件（前年比＋１８件）で、検挙人員は 関等との連携を強化するなど、社会全体で特殊詐欺に対する

７２名（前年比＋１７名）と増加した。しかしなが 抵抗力を高め、被害の防止に努めていく。

ら、依然として特殊詐欺の被害は高水準で推移して なお、250台の特殊詐欺撃退機器は、平成28年度には新た

おり、悪質な特殊詐欺から高齢者等を守るために な希望者に貸し出すとともに、今年度の効果について検証結

は、県警察はもとより関係部局や市町、関係機関や 果を広報して、撃退機器が広く普及するよう働きかけを行っ

団体との連携を図りながら、広報等の啓発活動を強 ていく。

化するとともに、より実効性のある対策を積極的に

講じられたい。また、本年度より始まった２５０台

の特殊詐欺撃退機器貸出事業による機器の貸出は、 ○特殊詐欺対策費 56,055

１月１３日現在２４７台であり、撃退機器の効果が

あることから、必要に応じて台数を増やすなど更な 1 特殊詐欺被害防止対策広報費 350

る拡充を図られたい。 2 特殊詐欺被害防止検定事業費 91

3 水際阻止向上方策事業費 37

4 特殊詐欺被害防止コールセンター事業費 55,577

・実施体制 15人


